
２　民間給与等の調査

(1) 調査の概要
例年、本委員会は、職員と民間の給与を精確に比べるため、人事院や全国の人事委員会と共同で職種別民間給与実態調査（以下、「「民調」」という。）を行っている。この調査は、常勤の従業員数で見た企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の府内民間事業所を対象とし、このうち一定割合を抽出して行っているものであり、抽出に際しては「層化無作為抽出法」（※１）という統計上の手法により、企業規模に偏りが生じないよう工夫を講じている。

本年の調査では、人事院における昨年からの検討結果を踏まえ、民間企業の組織形態に対応するため、役職段階（部長、課長、係長、係員）が置かれている民間の事業所において、役職、職能資格又は給与上の等級（格付）から職責が、①部長と課長の間に位置付けられる従業員、②課長と係長の間に位置付けられる従業員、③係長と係員の間に位置付けられる従業員についても個人別の給与月額等を把握することとした。
これらの結果、府内所在の4,621事業所を母集団とし、このうち747事業所を抽出し、調査にあたったところであり、調査事業所の協力のもと、調査を完了した620事業所（完了率84.5％（※２））に勤務する76職種、34,390人分の４月分給与のデータを得ることができた。　　　　（資51、52頁：第14表）

　(2) 調査結果
ア　平均給与（月例給）

調査対象従業員の平均給与月額（｢きまって支給する給与｣から時間外手当及び通勤手当を除いた額）は、事務部長720,347円（平均年齢51.6歳）、事務課長586,084円（同48.0歳）、事務係長408,368円（同45.3歳）、事務係員292,286円（同37.1歳）となっている。

また、初任給は、新卒事務員・技術者の平均で、大学卒200,493円、高校卒164,347円となっており、本年４月に新規学卒者の採用を行った事業所のうち初任給を増額した事業所の割合は、大学卒で21.1％、高校卒で22.7％となっている。　　　（資54頁：第15表、資55頁：第16表、資56頁：第17表）
イ　家族手当

家族手当（扶養手当）制度がある事業所（72.8％）のうち、配偶者に家族手当を支給する事業所の割合は92.7％となっている。

家族手当制度があるとした事業所の平均支給月額は、配偶者のみの場合14,964円、配偶者と子１人の場合21,056円、配偶者と子２人の場合26,674円となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資67頁：第18表）
ウ　特別給

昨年８月から本年７月までの１年間に支払われた賞与等の特別給の１人当たり平均支給額は、平均給与月額の4.12月分に相当している。

また、民間における賞与の配分状況は、一定率（額）分と考課査定分の比率が、部長級、課長級、一般の従業員（係員）のいずれも、およそ５対５の割合となっている。 　　　　　　 　（資67頁：第19表、資68頁：第20表）
エ　給与改定等
一般の従業員（係員）について、ベースアップを実施した事業所の割合が29.9％、ベースアップを中止した事業所の割合が12.5％、ベースアップの慣行のない事業所の割合が57.6％となっており、ベースダウンについては実施した事業所はなかった。また、一般の従業員（係員）について、昇給制度がある事業所の割合が86.5％となっており、さらに定期昇給の実施状況を見ると、定期昇給を実施した事業所の割合が84.5％（増額28.0％、減額2.5％、変化なし54.0％）、定期昇給を停止した事業所の割合が2.0％となっている。

（資68頁：第21表・第22表・第23表）
オ 通勤手当
交通用具使用者に係る通勤手当を支給する事業所の割合は81.5％となっている。その支給形態としては、支給する事業所のうち運賃相当額制が29.3％、距離段階別定額制が44.4％、一律定額制が4.7％となっている。
また、距離段階別定額制における支給月額は、10kmで7,833円、30kmで20,067円、50kmで30,173円となっている。 （資69頁：第24表・第25表）
カ 単身赴任手当等
単身赴任手当を支給する事業所の割合は88.8％となっており、一律定額支給する事業所における平均支給月額は41,912円となっている。また、賃金以外の措置としての帰宅費用の支給状況は、年間平均15.3回となっている。
異なる地域に事業所が所在する場合において、給与の支給額が異なると回答した割合は50.7％で、そのうち、基本給の支給額が異なる事業所の割合は5.1％、地域（都市）手当の支給額が異なる事業所の割合は29.0％、住宅手当の支給額が異なる事業所の割合は19.1％となっている。
（資69頁：第26表・第27表・第28表）
キ　「民調」における附帯調査 
本委員会は、本年の「民調」において、附帯的な事項の調査として以下の項目について、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会と共同で実施した。（調査回答企業数299社）
○　住宅手当

住宅手当（住居手当）を支給する事業所の割合は50.9％となっている。

（資70頁：第29表）
○　時間外労働の割増賃金

時間外労働に関する協定で定める労働時間の延長限度を、月45時間を超えるとしている事業所の従業員（事務・管理部門）のうち、月45時間を超え60時間を超えない時間外労働の割増賃金率が25％である従業員の割合は53.4％となっており、他方、割増賃金率が30％以上である従業員の割合は45.5％となっている。　　　　　　　　　　　　　　　 （資70頁：第30表）
○　雇用調整等の状況

採用の停止・抑制や正社員の解雇といった「人員調整等」、残業の規制や賃金のカットといった「就業制限等」の二つの観点から、本年１月以降の状況を調査したところ、雇用調整等を実施した事業所の割合は10.5％となっている。その内容を多い順にみると、人員調整等では、「採用の停止・抑制」、「転籍出向」、「希望退職者の募集」となっており、就業制限等では、「残業の規制」、「賃金のカット」となっている。　　　　（資70頁：第31表）
※１「層化無作為抽出法」とは…


調査事業所を選び出す際には、大企業に偏ることなどがないよう、府内に所在する事業所を幾つかのグループ（層）に区分し、それぞれから無作為に選び出しているところであり、こうした抽出方法を「層化無作為抽出法」と呼んでいる。


抽出の前提となる「層」をどのように組むのかは必ずしも一律ではなく、地域における企業の数や種類などに応じて満遍なく抽出できるよう、それぞれの調査主体が工夫をしている。本委員会では、まず、一般的な企業と学校、病院とに分け、次に本店と支店、さらに、正社員の人数により分けている。





※２「完了率」の算出方法は…


調査開始前に抽出した747所のうち、調査実施時点において、企業規模又は事業所規模が調査対象外となる事業所が13所判明したので、これを除いた734所に占める調査完了事業所620所の割合を完了率としている。
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